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１．平成20年 3月期第1四半期の連結業績（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 19年 6月 30日）

(1) 連結経営成績    (％表示は対前年同四半期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(18.9) (46.7) (45.1) (11.2)

(63.2) (37.5) (48.0) (111.8)

(2) 連結財政状態

百万円 百万円

２．平成20年 3月期の連結業績予想（平成 19年 4月 1日  ～  平成 20年 3月 31日）    　　　　　　　　　　　　 【参考】

   (％表示は対前期増減率)

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

（注）平成20年3月期通期の連結業績予想については、平成19年3月期決算公表時の業績予想を記載しております。

３．その他

（1） 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有
　　  除外１社　(P.T. Styrindo Mono Indonesia)

（2） 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有
　　  法人税等の計上基準等については簡便的な方法を採用しております。

（3） 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有
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法人税法の改正に伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産につ
いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
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当第1四半期の概況

により1兆7,241億円となり、前年同期（1兆4,501億円）を2,740億円（18.9％）上回りました。

ことができました。

35百万円）を125億56百万円（45.1％）上回りました。その結果、税引後の四半期純利益は232億20百万

96百万円）を111億22百万円（46.7％）上回りました。経常利益は403億91百万円となり、前年同期（278億

円となり、法人税等の増加がありましたが前年同期（208億78百万円）を23億42百万円（11.2％）上回る

利益につきましては、営業利益は売上高の増加等により349億18百万円となり、前年同期（237億

経営成績

億円となりました。

当第１四半期の売上高は、金属、自動車及びエネルギー・化学品本部を中心に取扱いが伸長したこと

事業本部別では、金属本部の売上高は、市況の上昇及び需要の増加による取扱い伸長により5,280

　自動車本部の売上高は、海外自動車販売会社の取扱い伸長により2,410億円となりました。

　機械・エレクトロニクス本部の売上高は、需要の増加による取扱い伸長により3,982億円となりました。

　生活産業・資材本部の売上高は、需要の増加による取扱い伸長により899億円となりました。

　食料本部の売上高は、需要の増加による取扱い伸長により866億円となりました。

　エネルギー・化学品本部の売上高は、原油等の取扱い増加による伸長により3,564億円となりました。
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